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２-１ 人口の動向 
 

（1） 人口の推移 

総人口は，1980（昭和 55）年の 345,165 人をピークに減少し，2020（令和 2）年

では 251,084 人となっています。また，年齢３区分別人口も，1980（昭和 55）年を境

に，生産年齢人口（15～64 歳）および年少人口（0～14 歳）がともに減少に転じていま

す。一方，老年人口（65 歳～）は増加を続けており，1995（平成 7）年からは老年人口

が年少人口を上回っています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 総人口および男女別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 年齢 3 区分別人口の推移 

第 2 章 都市構造の現状と課題 

出典：国勢調査 

※総人口は年齢不詳人口を含む 

出典：国勢調査 

都市構造の現状と課題 第 2 章 

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

男性 139,820 151,287 147,635 150,372 153,738 158,937 163,875 160,865 152,198 146,683 140,151 134,868 127,046 120,376 113,965

女性 146,255 155,172 157,837 163,763 168,759 175,479 181,290 181,675 176,295 171,625 165,160 159,396 152,081 145,603 137,119

総人口 286,075 306,459 305,472 314,135 322,497 334,416 345,165 342,540 328,493 318,308 305,311 294,264 279,127 265,979 251,084

1980(S55)
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181,675 
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（2） 将来人口 

将来人口は，国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計によると，2030 年には

21 万 5 千人，2040 年には 18 万人と，2020（令和 2）年の 25 万 1 千人に対し，そ

れぞれ 3 万 6 千人，7 万 1 千人もの人口が減少するとしています。 

また，2030 年の人口の減少を年齢 3 区分別でみると，老年人口の微減に対し，生産年

齢人口が約 11 万 3 千人，年少人口が約 1 万 9 千人まで減少するとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 総人口の予測 

出典：国勢調査・社人研推計（H30）・函館市資料をもとに作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 年齢３区分別人口の予測 

出典：国勢調査・社人研推計（H30）・函館市資料をもとに作成 

 

  【分析結果】 

・総人口が減少するなかで，特に生産年齢人口が大幅に減少し，高齢者の割合が

高くなると見込まれています。 

⇒人口減少・高齢化の進展により，生活サービス機能の低下や地域コミュニティ

の衰退が懸念されます。 
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（3） 人口密度 

市街化区域内の人口密度は，2020（令和 2）年現在で 47 人/ha で，市街化区域とす

ることができる 40 人/ha を上回る水準にありますが，2040 年には 32 人/ha まで低下

し，市街地が低密度化していくものと想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
2010 年 

（平成 22 年） 
2015 年 

（平成 27 年） 
2020 年 

（令和２年） 
2040 年 

市街化区域面積 4,788ha 4,787ha 

市街化区域内人口 24 万 9 千人 23 万 9 千人 22 万 6 千人 15 万 5 千人 

人口密度 52 人/ha 50 人/ha 47 人/ha 32 人/ha 

図 2-5 町丁目毎の人口密度 

2020（令和 2）年 

2040 年 

出典：R2 国勢調査 

出典：函館市資料 

表 2-1 市街化区域内の人口および人口密度 

出典（市街化区域面積） ：各年時点における告示面積 

出典（市街化区域内人口）：2010～2020 年は国勢調査，2040 年は函館市資料 
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（4） 高齢化率 

市街化区域内の高齢化率は，2020（令和 2）年現在で 35％で，市街化区域の大半で

30％を超えていますが，高齢化率が 41％になると推計される 2040 年では地域的な偏

在がみられ，特に約 45 年前に新規住宅地として土地区画整理事業により供給された本通

地区周辺などは広範囲にわたり 50％を超えるものと想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2010 年 

（平成 22 年） 
2015 年 

（平成 27 年） 
2020 年 

（令和２年） 
2040 年 

市街化区域内人口 24 万 9 千人 23 万 9 千人 22 万 6 千人 15 万 5 千人 

高齢者数 6 万 7 千人 7 万 6 千人 7 万 9 千人 6 万 3 千人 

高齢化率 27％ 32％ 35％ 41％ 

2020（令和 2）年 

2040 年 

図 2-6 町丁目毎の高齢化率 

出典：函館市資料 

出典：R2 国勢調査 

表 2-2 市街化区域内の高齢化率 

出典：2010～2020 年は国勢調査，2040 年は函館市資料 
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  ２-２ 土地利用の動向 
 

（1） 土地利用規制の状況 

行政区域内の土地は，全体の約 7 割が農業振興地域・農用地区域（約 10,030ha）や，

保安林（約 36,921ha）のほか，道立自然公園（約 3,277ha）で占められており，市街

化区域については市域の約 7％となっています。 

 
図 2-7 土地利用規制の状況 

 

（2） 市街地整備等の状況 

市街化区域内の市街地の整備については，面整備事業として，土地区画整理事業（約

1,099ha）や，大規模開発行為（約 301ha），新住宅市街地開発事業（約 109ha）の

ほか，市街地再開発事業（約 2ha）が，市街化区域全体の約 32％の区域で行われていま

す。 

 

図 2-8 市街地整備等の状況 

出典：函館市都市計画マスタープラン（H23）

（R5.4.1 現在） 
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（3） 人口集中地区（ＤＩＤ）の推移 

人口集中地区（DID）は，1960（昭和 35）

年 に は ， 当 時 の 函 館 市 域 の 一 部 の 約

2,060ha となっており，ここに 236,259

人が居住していました。その後，人口や世帯

数の増加に伴って，1970（昭和 45）年には

日吉，昭和，富岡，美原地区等に，1990 

（平成 2）年以降は，西旭岡地区のほか，石

川，桔梗地区等へと人口集中地区が拡大し， 

2020（令和 2）年時点では，人口集中地区

の面積は約 4,355ha，居住人口は 216,044

人（人口密度 50 人/ha）となっています。 

 

 

 

 

（4） 空家の状況 

近年，全国的に「空家」が増加し，社会問題とな

っています。その中でも，適切な管理が行われず放

置されている管理不全な空家の増加が大きな問題

となっています。 

市内の管理不全な空家は，毎年度，平均約 100

棟程度が除却されますが，約 120 棟の新たな空家

も発生しており，2022（令和 4）年度末で 1,351

棟となっています。地区別では西部・中央部地区が

半数以上を占めています。 

表 2-3 地区別の管理不全な空家の数 

 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

西部地区 462 棟 460 棟 436 棟 41５棟 406 棟 394 棟 391 棟 

中央部地区 404 棟 399 棟 380 棟 362 棟 343 棟 332 棟 323 棟 

東央部地区 138 棟 163 棟 169 棟 171 棟 176 棟 176 棟 194 棟 

北東部地区 96 棟 126 棟 138 棟 148 棟 168 棟 181 棟 198 棟 

北部地区 53 棟 57 棟 63 棟 67 棟 55 棟 58 棟 60 棟 

東部地区 107 棟 126 棟 182 棟 187 棟 185 棟 185 棟 185 棟 

函館市全域 1,260 棟 1,331 棟 1,368 棟 1,350 棟 1,333 棟 1,326 棟 1,351 棟 

 

 

 

 
  

※人口集中地区：国勢調査の基本単位区等を基礎単位として，原則，人口密度が 40 人/ha 以上の基本単位区等が市町村の

境域内で，互いに隣接し，それら隣接した地域の人口が国勢調査時に 5,000 人以上を有する地区のことをいいます。 

【分析結果】 

・新市街地への人口移動や人口減少・高齢化などに伴い，西部地区などの旧函館

市の市街地に管理不全な空家が多く立地しています。 

⇒市街地の安全性の低下や周辺の生活環境への影響が懸念されます。 

図 2-9 人口集中地区（DID）の推移 

北部地区 

北東部地区 

中央部地区 

東央部地区 

⻄部地区 

出典：函館市調査（各年度末現在） 

日吉地区 

昭和・富岡・美原地区 

⻄旭岡地区 

石川地区 

桔梗地区 

出典：国土数値情報（S35～H2７），政府統計の総合窓口 e-Stat（R2） 

東 部 地 区 
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２-３ 生活利便施設の立地状況 
 

都市の居住者の共同の福祉または利便のため必要な都市機能増進施設のうち，医療，福祉，

子育て支援，商業の各施設の立地場所について，その施設からの徒歩圏内の人口をもとに，市

民生活の利便性（徒歩圏人口カバー率）を検証した結果は，次のとおりとなっています。 
 

（1） 医療施設 

医療施設（内科・外科）の立地場所については，一般的な徒歩圏であるその施設から半

径 800m の範囲で確認すると，市街化区域内人口の約 92％（約 20.8 万人）をカバーし，

地域住民にとって利便性が高い状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-10 医療施設（内科・外科）の分布状況と人口カバー率 

 

 

 

  

※１ 各施設等の徒歩圏内の人口（市街化区域内に限る。）の合計／市街化区域内人口 

※２ 都市構造の評価に関するハンドブック（H26.8 国土交通省）を参考に設定 
 

出典：人口は R2 国勢調査，施設は R4 函館市調査

※２ 

※１ 
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（2） 高齢者介護施設 

高齢者介護施設のうち，通所系の介護施設の立地場所については，一般的な高齢者の徒

歩圏であるその施設から半径 500m の範囲で確認すると，市街化区域内の老年人口の約

82％（約 6.5 万人）をカバーし，地域の高齢者にとって利便性が高い状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-11 高齢者介護施設（通所系）の分布状況と老年人口カバー率 
 
 
 

 

出典：人口は R2 国勢調査，施設は R4 函館市調査

※３ 

※４ 

※３ 利用者が施設に通い食事や入浴など日常生活上の介護や機能訓練等を受ける介護施設 

※４ 都市構造の評価に関するハンドブック（H26.8 国土交通省）を参考に設定 
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（3） 子育て支援施設 

子育て支援施設（保育園，幼稚園，認定こども園，認可外保育園）の立地場所について

は，一般的な徒歩圏であるその施設から半径 800ｍの範囲で確認すると，市街化区域内人

口の約 92％（約 20.7 万人）をカバーし，地域住民にとって利便性が高い状況にありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-12 子育て支援施設の分布状況と人口カバー率 

 

  

出典：人口は R2 国勢調査，施設は R4 函館市調査

※２ 
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（4） 商業施設 

商業施設（百貨店，ショッピングセンター，総合スーパー）の立地場所については，一

般的な徒歩圏であるその施設から半径 800m の範囲で確認すると，市街化区域内人口の

約 86％（約 19.4 万人）をカバーし，また，これらの施設にコンビニエンスストアを含め

た場合は，市街化区域内人口の約 98％（約 22.1 万人）をカバーしており，地域住民にと

って利便性が高い状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-13 商業施設の分布状況と人口カバー率 

 

【分析結果】 

・医療，子育て支援，高齢者介護，商業のいずれの施設も，現況では徒歩圏内に 

あり利便性が高い状況にありますが，将来的に利用圏人口の減少が予想されます。 

⇒商業施設をはじめ市民生活に必要とされる施設の存続が困難になることが懸念

されます。 

出典：人口は R2 国勢調査，施設は R4 函館市調査

※２ 
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２-４ 公共交通の利用者の動向 
 

（1） 公共交通の利用者数 

本市の公共交通は，路面電車や路線バス，タクシーのほか鉄道で構成され，通勤や通学， 

買物，通院など，市民生活に欠く

ことのできない移動手段ですが，

自家用車の普及や道路網の整備

のほか，人口移動や人口減少が

相まって，路面電車・路線バスの

利用者数は，1986（昭和 61）

～2015（平成 27）年の約 30

年間で路面電車が約 5 割，路線

バスが約 7 割も減少しています。 

 

（2） 公共交通の利用圏 

公共交通の利用圏については，鉄道

駅・路面電車停留場から半径 800m，

バス停留所から半径 300m の範囲を

徒歩圏としてそれぞれ確認すると，市

街化区域内人口の約 93％（約 21.0

万人）をカバーし，地域住民にとって

利便性が高い状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

【分析結果】 

・公共交通機関の乗降場所は現況では徒歩圏内に設置され，利便性が高い状況となっ

ていますが，利用者数は大幅に減少しているとともに，将来的には利用圏人口の減

少が予想されます。 

⇒路線の維持が困難となり，高齢者等をはじめとした市民の生活に必要な移動手段 

の確保への影響が懸念されます。 

出典：函館市統計書 

図 2-14 路面電車・路線バス利用者数の推移 

 図 2-15  公共交通網の人口カバー率 

※2020（R2）年は新型コロナウイルス 
感染症の影響による減少 

出典：人口は R2 国勢調査，駅等は R4 函館市調査 

※ 

※ 

※ 都市構造の評価に関するハンドブック（H26.8 国土交通省）を参考に設定 
 

（S61） 
 

（R2） 
 

（H27） 
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２-５ 経済活動の動向 

（1） 事業所数・従業者数 

市街化区域内の事業所および従業者の分布状況は，主に函館駅前・大門地区や本町・五

稜郭・梁川地区，美原地区などの商業・業務拠点と，これらの地区を結ぶ路面電車沿線の

地域に集中しており，これらの地区が地域経済活動の中心的なエリアとなっています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-16 2014（平成 26）年 

全産業事業所数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  図 2-17 2014（平成 26）年 全産業従業者数 

出典：経済センサス（H26） 

 

出典：経済センサス（H26） 
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（2） 商業 

2021（令和 3）年における小売業の事業所数は，1997（平成 9）年と比較して約 5

割減少し，また従業者数も約 3 割減少しているほか，売場面積については，ほぼ横ばいに

あるものの，年間商品販売額については約 3 割減少しており，厳しい経営環境にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-18 小売業の事業所数・従業者数 

出典：商業統計（Ｈ9～19，H26），経済センサス（H24，H28，R3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-19 小売業の年間販売額・売場面積 

出典：商業統計（Ｈ9～19，H26），経済センサス（Ｈ24，H28，R3） 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果】 

・事業所数・従業者数の大幅な減少にあわせて年間販売額も減少しており，厳し

い経営環境のもとで地域経済の規模が縮小しています。 

⇒人口減少により販売額の減少が続くと事業所や売場面積も減少し，地域経済へ

の影響に加え，商業業務拠点などの商店街を中心とする地域コミュニティの衰

退や賑わいの低下も懸念されます。 

（H9） 
 

（R3） 
 

（H9） 
 

（R3） 
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（3） 地価 

地価の動向は，2010（平成 22）年の平均 61,400 円/㎡に対し，2020（令和 2）年

には，平均 52,000 円/㎡と，10 年間で約 15％下落しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-20 地価の状況 

2010（平成 22）年 

 

 

 

 

 
 

表 2-4 平均地価(円/㎡) 
 
 
 

 

 

 

 

図 2-21 地価の状況 2020（令和 2）年 

出典：国土数値情報（地価公示） 

 

 

 

 

 

 

 

 
2010 年 

(平成22 年) 

2020 年 

(令和2 年) 

住宅地 49,000 39,700 

商業地 87,200 69,900 

全用途 61,400 52,000 

 

【分析結果】 

・人口減少や経済活動の低下により土地需要も相対的に低下し，地価の下落や空地 

の増加の一因になっていることがうかがえます。 

⇒さらなる人口減少により地価下落や空地・空家が増加し，地域経済の衰退や生活 

環境への影響が懸念されます。 

出典：国土数値情報（地価公示） 
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２-６ 市の財政状況 
 

本市の歳入は，類似団体と比べると自主財源が少なく，市税は全体の約 2１％(31３億円)に

とどまっています。また，市税のうち固定資産税と都市計画税の合計が約 47%を占めており，

これらは主に市街化区域内の土地や建物から得られている税収であることから，人口減少により

建物数の減少が進むことで税収が大きく減少することが懸念されます。 

歳出は，福祉等に支出される扶助費（499 億円）が最も多くを占め，また，今後多くの公共

施設や道路等のインフラが改修・更新時期を迎えることから，今後 40 年間での更新経費総額は

約 9,057 億円と推計され，年間あたりの更新経費が大きく増加するものと見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 2-22 財政の状況(歳入)  

 

  図 2-23 財政の状況(歳出) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-24 市税の内訳 図 2-25 公共施設等の更新経費の見込み 
出典：函館市公共施設等総合管理計画 
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更新経費（実績） 公共施設（見込み） インフラ施設（見込み）

過去５年間の平均 今後４０年間の平均

４０年間の更新経費総額 約9,057億円

過去５年間の平均

約155億円

億円

１年あたりの更新経費

約227億円

主に市街化区域から得ている収入 

【分析結果】 

・自主財源が少なく，福祉等に支出される扶助費の割合が高くなっています。また， 

公共施設等の更新経費が増大していきます。 

⇒人口減少に伴う市税等の自主財源の減少や，公共施設等の更新経費の増大による

財政力の低下が懸念されます。 

令和３年度決算額 令和３年度決算額 
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２-７ 自然災害区域の状況 

 

（1） 土砂災害 

土砂災害の危険性が高い土砂災害警戒区域および特別警戒区域に指定されている場所は，

函館山の周辺および湯川地区の北部に分布しています。また，急傾斜地崩壊危険区域に指

定されている場所は，函館山周辺に加えて函館空港周辺の地域に分布しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-27 急傾斜地崩壊危険区域 

図 2-26 土砂災害警戒区域 

・特別警戒区域 
（R5.4.1 現在） 

（R5.4.1 現在） 



 

 － 20 －

（2） 津波・洪水 

津波災害警戒区域に指定されている場所は，市街化区域の南西部を中心とする範囲とさ

れています。また，洪水浸水想定区域については，松倉川・鮫川および常磐川・石川水系の

周辺を中心とする範囲とされています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-29 洪水浸水想定区域図 

出典：函館市洪水ハザードマップ 

（H30.9 作成） 

図 2-28 津波災害警戒区域図 

出典：函館市津波ハザードマップ 

（R4.9 作成） 

【分析結果】 

・土砂災害の恐れがある区域や津波災害警戒区域，洪水浸水想定区域は市街化区域 

の広い範囲に及んでいます。 

⇒自然災害の恐れがある区域にも，将来的に一定の居住人口が見込まれます。 



 

 － 21 －

２-８ 都市構造の評価 
 

本市の都市構造について，評価分野ごとの各指標を偏差値にして，人口規模が類似する他都市

の平均と比較した結果は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-30 都市構造評価指標のレーダーチャート 

 

表 2-5 都市構造の評価 

評価分野 分析結果 

生活利便性 

・医療・福祉・商業施設や公共交通機関の徒歩圏人口カバー率は高く，生活

利便性が高い状況にある。また，これら施設の利用圏平均人口密度も高い

状況にあり，一定の存続性を有している状況にある。 

健康・福祉 

・歩道整備率については類似都市の平均を若干下回るものの，その他の指標

においては平均を上回っており，生活サービス機能が徒歩圏に充足し，市

民が歩いて回遊する環境が形成されている。 

安全・安心 
・空家率は類似都市の平均より若干高く，今後の住環境や治安悪化が懸念さ

れる。 

地域経済 

・都市全域の小売商業床面積当たりの売上高と平均住宅宅地価格が類似都

市の平均を下回っており，今後の人口減少により，更なる小売市場規模の

縮小と地価の下落が懸念される。 

行政運営 
・市民一人当たりの税収額が類似都市の平均を下回っており，産業の活性化

や地価の維持等による安定的な税収の確保が必要とされている。 
 

出典：都市モニタリングシート（国土交通省公表資料，R5.8 時点）により作成 

生活利便性 

健康・福祉 

地域経済 

行政運営 

エネルギー・低炭素 

安全・安心 
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２-９ 都市構造上の課題 
 

都市構造の現状分析結果から，今後のまちづくりを進めていくうえでの課題は以下のとおり

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 2-31 函館市の現状と課題 

３．公共交通の維持・確保 

○今後の高齢社会においても，市民の移動手段が確保されるよう，公共交通

を軸としたコンパクトなまちづくりを推進するため，持続可能な公共交通

ネットワークを構築することが必要 


